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イチからわかる技能実習
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Shohei Sugita / 杉田 昌平

弁護士（2011年東京弁護士会登録、入管取次弁護士（2013年～））
社会保険労務士（2017年～）
日本弁護士連合会中小企業海外展開支援担当弁護士（2018年度～）

2011年12月 センチュリー法律事務所入所（～2014年12月）

2013年4月 慶應義塾大学法科大学院助教（～2015年8月）

2015年1月 アンダーソン・毛利・友常法律事務所入所（～2017年8月）

2015年6月 名古屋大学大学院法学研究科特任講師
（ハノイ法科大学内日本法教育研究センター）（～2017年8月）

2017年9月 センチュリー法律事務所入所（現職）
名古屋大学大学院法学研究科学術研究員（～2017年9月）

2017年10月 名古屋大学大学院法学研究科研究員（現職）
慶應義塾大学グローバル法研究所研究員（～2019年6月）
ハノイ法科大学客員研究員（～2019年10月）

2019年6月 慶應義塾大学法科大学院特任講師（現職）

2020年2月 経済産業省中小企業庁「次世代の担い手研究会」委員

2020年9月 厚生労働省委託事業「ビルクリーニング分野における外国人材受
入れ体制適正化調査」検討委員

2020年11月 ASSC=JICA「責任ある外国人労働者受入れプラットフォーム」アドバ
イザー
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本日お伝えしたい事項
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◼ 技能実習制度とはどのような制度か。

◼ 技能実習制度の実態はどのようなものか。

◼ どのように改善すればいいのか。

◼ 制度論として議論することの意味は何か。
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外国人雇用は増加している？
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◼ 外国人雇用数は、１72万人と過去最大に（厚労省「「外国人雇用状況」の届出
まとめ（令和2年１０月末）」）。



どの在留資格が多いか
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出典：厚労省「「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（令和2年10月末現在）」

・「留学」のアルバイトを含む



どういった国から来てくれているか
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出典：厚労省「「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（令和2年10月末現在）」
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技能実習と生活の関わり

出展：外国人技能実習機構ウェブサイトより
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在留資格制度
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◼ 日本に入国している外国籍の人は、原則として、一人一つ、何らかの、日本に
とどまり、活動することができる資格（在留資格）をもっている（入管法2条の2
第1項、一在留一在留資格の原則）。

◼ 在留資格は、2019年4月から特定技能が開始され29種類となった。

◼ 在留資格は、❶働くことができる在留資格と❷働くことができない在留資格が
ある。

◼ 外国人材は、原則として、在留資格の範囲でしか報酬を得る活動ができない
（入管法19条）。

◼ →通訳を行う「技術・人文知識・国際業務」の在留資格で在留する人に専ら現
場作業をさせることや、「技能実習」の在留資格の人に専ら通訳をさせると、資
格外活動となり得る。



在留資格の位置づけ
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在留資格

技術・人文知識・国際業務

システムの設計・研究開発

翻訳・通訳

貿易業務・渉外業務

本邦の公私の機関との契約に基
づいて行う自然科学の分野若しく
は人文科学の分野に属する技術
若しくは知識を要する業務又は
外国の文化に基盤を有する思考
若しくは感受性を必要とする業務

に従事する活動

活動内容
在留資格上
の活動

技能実習
技能実習計画に定められた

技能実習

技能実習計画に基づいて、講習
を受け、及び技能等に係る業務

に従事する活動等



在留資格の種類
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在留資格 該当例 在留期間

外交 外国政府の大使、公使、総領事、代表団構成員
等及びその家族

外交活動の期間

公用 外国政府の大使館・領事館の職員、国際機関等
から公の用務で派遣される者及びその家族

5年、3年、1年、3月、30日又は15日

教授 大学教授等 5年、3年、1年又は3月

芸術 作曲家、画家、叙述家等 5年、3年、1年又は3月

宗教 外国の宗教団体から派遣される宣教師等 5年、3年、1年又は3月

報道 外国の報道機関の記者、カメラマン 5年、3年、1年又は3月

高度専門職（1号･2号） ポイント制による高度人材 5年（1号）、無制限（2号）

経営・管理 企業等の経営者・管理者 5年、3年、1年、4月又は3月

法律・会計業務 弁護士、公認会計士等 5年、3年、1年又は3月

医療 医師、歯科医師、看護師 5年、3年、1年又は3月

研究 政府関係機関や私企業等の研究者 5年、3年、1年又は3月

教育 中学校・高等学校等の語学教師等 5年、3年、1年又は3月

別表一の一
就労：○

上陸基準：×

別表一の二
就労：○

上陸基準：○



在留資格の種類
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在留資格 該当例 在留期間

技術・人文知識・国際業務
（技・人・国）

機械工学等の技術者、通訳、デザイナー、私企
業の語学教師、マーケティング業務従事者等

5年、3年、1年又は3月

企業内転勤 外国の事業所からの転勤者 5年、3年、1年又は3月

介護 介護福祉士 5年、3年、1年又は3月

興行 俳優、歌手、ダンサー、プロスポーツ選手等 3年、1年又は3月

技能 外国料理の調理師、スポーツ指導者、航空機の
操縦者、貴金属等の加工職人等

5年、3年、1年又は3月

特定技能（1号･2号） 第2号技能実習を修了した者

「相当程度の知識又は経験を必要とする技能を有する者」であり、
「ある程度日常会話ができ、生活に支障がない程度の（日本語）
能力を有する」者（判定は試験）

1年、6月、4月ごとの更新（≦通算5年、
1号）
3年、1年、6月（2号）

技能実習（1号･2号･3号） 技能実習生 法務大臣が個々に指定する期間（1号：
≦1年、2号・3号：≦2年）

文化活動 日本文化の研究者等 3年、1年、6月又は3月

短期滞在 観光客、会議参加者等 90日若しくは30日又は15日以内の日
を単位とする期間

留学 大学、短期大学、高等専門学校、高等学校、中
学校及び小学校等の学生・生徒

4年3月を超えない範囲内で法務大臣
が指定する期間

研修 研修生 1年、6月又は3月

家族滞在 在留外国人が扶養する配偶者・子 5年を超えない範囲内で法務大臣が指
定する期間

別表一の二
就労：○

上陸基準：○

別表一の三
就労：×

上陸基準：×

別表一の四
就労：×

上陸基準：○



在留資格の種類

15

在留資格 該当例 在留期間

特定活動 外交官等の家事使用人、ワーキング・ホリデー、
経済連携協定に基づく外国人看護師・介護福祉
士候補者等

5年、3年、1年、6月、3月又は法務大
臣が個々に指定する期間（≦5年）

永住者 法務大臣から永住の許可を受けた者（入管特例
法の「特別永住者」を除く。）

無制限

日本人の配偶者等 日本人の配偶者・子・特別養子 5年、3年、1年又は6月

永住者の配偶者等 永住者・特別永住者の配偶者及び本邦で出生し
引き続き在留している子

5年、3年、1年又は6月

定住者 第三国定住難民、日系3世、中国残留邦人等 5年、3年、1年、6月又は法務大臣が
個々に指定する期間（≦5年）

※厳密には、高度専門職1号イ・ロ・ハ・2号や技能実習1号イロの区分、2号イロ、3号イロの区分等については、別の在留資格ですが、わかりやすさ
の観点から、表では分けずに記載しています。

出典：入国管理局：http://www.immi-moj.go.jp/tetuduki/kanri/qaq5.pdf

別表一の五
就労：※

上陸基準：×

別表二
就労：◎

上陸基準：×

※留学は原則として就労することができない在留資格だが、資格外活動の許可を得ることで、週28時間就労することができる。



在留資格の位置づけ
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技能水準

高

出典：人数（令和2年12月末）につき法務省： https://www.moj.go.jp/isa/publications/press/13_00014.html

技能実習1号・2号・3号
378,200人

特定技能1号
340,000人（5年間）

高度専門職（1号・2号）
16,554人

技術・人文知識・国際業務
283,380人

特定技能2号

・2019年4月の入管法改正で
新しくできた在留資格

従来の
専門的・技術的分野
（高度外国人材）



技能実習制度
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◼ 技能実習法1条「技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護を図り、もって
人材育成を通じた開発途上地域等への技能、技術又は知識（以下「技能等」とい
う。）の移転による国際協力を推進することを目的とする」

◼ 技能実習法3条2項「技能実習は、労働力の需給の調整の手段として行われて
はならない」



技能実習制度の仕組み
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◼ 技能実習制度（団体監理型）

雇用契約

契約

技能実習生

送出機関

受入企業（実習実施者）

監理団体

組合入会
契約

契約



送出し機関
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◼ 送出機関
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技能実習を行うことができる職種・作業

出展：外国人技能実習機構ウェブサイトより
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必須業務・関連業務・周辺業務

出展：厚生労働省ウェブサイトより
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必須業務・関連業務・周辺業務

出展：厚生労働省のウェブサイトより



技能実習の段階
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◼ 技能実習1号～3号

一号技能実習 二号技能実習 三号技能実習

1年 2～3年 4～5年

技能実習1号 技能実習2号 技能実習3号

活動

在留資格

一時帰国※

※技能実習3号開始後1年以内に一時帰国することも選択できるようになった

・特定技能へ移行する
タイミング

・移行対象職種・作業で
あることが求められる



段階ごとにおける技能水準
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◼ 技能実習1号～3号

一号技能実習 二号技能実習 三号技能実習

1年 2～3年 4～5年

技能実習1号 技能実習2号 技能実習3号

活動

在留資格

技能検定基
礎級

技能検定随
時3級

技能検定随
時2級



技能検定とは
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◼ 技能検定とは？

（技能検定）

第四十四条 技能検定は、厚生労働大臣が、厚生労働省令で定める職種
（以下この条において「検定職種」という。）ごとに、厚生労働省令で定める等
級に区分して行う。ただし、検定職種のうち、等級に区分することが適当でな
い職種として厚生労働省令で定めるものについては、等級に区分しないで行
うことができる。

２ 前項の技能検定（以下この章において「技能検定」という。）の合格に必要
な技能及びこれに関する知識の程度は、検定職種ごとに、厚生労働省令で
定める。
（略）



技能検定の区分
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◼ 技能検定のレベル分け

技能検定区分 合格に必要な技能 受験までの経験年数

特級 検定職種ごとの管理者又は監督
者が通常有すべき技能及びこれに
関する知識の程度

1級合格後5年

1級 検定職種ごとの上級の技能労働
者が通常有すべき技能及びこれに
関する知識の程度

7年

2級 検定職種ごとの中級の技能労働
者が通常有すべき技能及びこれに
関する知識の程度

2年

3級 検定職種ごとの初級の技能労働
者が通常有すべき技能及びこれに
関する知識の程度

0年

基礎級 検定職種ごとの基本的な業務を遂
行するために必要な基礎的な技
能及びこれに関する知識の程度

0年



技能検定の水準
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◼ 技能検定のレベル分け

※ https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11800000-Shokugyounouryokukaihatsukyoku/ginoukentei_jukenshikaku.pdf



技能検定の合格率
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◼ 技能検定の合格率

https://www.mhlw.go.jp/content/11806001/000653258.pdf



制度のイメージと統計
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令和 2 年度在留外国人に対する基礎調査報告書
https://www.moj.go.jp/isa/content/001341984.pdf



数字で見た技能実習制度
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0 50000 100000 150000 200000 250000 300000 350000 400000

技能実習制度

技能実習制度

技能実習生数 378200

相談件数 13353

失踪 8796

技能実習生数 相談件数 失踪

技能実習生数：2020年12月末在留統計（https://www.moj.go.jp/isa/policies/statistics/toukei_ichiran_touroku.html）
相談件数：令和2年外国人技能実習機構業務統計（https://www.otit.go.jp/gyoumutoukei_r2/）
失踪数（2019年）：https://www.moj.go.jp/isa/content/001334958.pdf



脆弱性メカニズムとは？
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◼ 外国人労働者の脆弱性が表れて外国人労働者が搾取される事例は、制度や在
留資格に関係なく、存在する。

◼ 制度が原因なのか、在留資格が原因なのか、国境を越えることが原因なのか、
国境を越えて働くことが原因なのか、働くために国境を越えることが原因なのか、
外国人として働くことが原因なのか、言語なのか、それぞれの外国人労働者が
脆弱な立場に置かれる原因（脆弱性メカニズム）を解明することが必要。



外国人労働者の脆弱性メカニズム（例）
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◼ 高額な入国前借金がある場合、帰国ができず、また転職が制限されることが多
いため、人権侵害が生じた場合でも、権利を回復する手段を取ることができない。

◼ 高額な入国前借金があり、また、正規の方法で転職や在留の延長ができない場
合、非正規在留となることがあるが、非正規在留となった場合、公的な救済メカ
ニズムの範囲ではなくなり、より脆弱な立場に立たされる。

◼ 非正規在留となった後は、法令に違反すると知りつつ必要性に迫られて偽造在
留カードを購入する等の手段をとることがあるが、法令に違反すると、さらに脆
弱な立場に立たされる。



制度に横断する原因例
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•雇用許可制の実態（明らかになった点、上記4つの評価ポイントについて)
•1） 雇用許可制下において「非公式費用（賄賂・斡旋手数料）」や「民間ブロー
カー費用」が発生しており、100万円近い借金を背負って韓国へ入国している労
働者が存在する。

•2）労働市場への影響を抑えるため労働市場テストを実施しているが、韓国人労
働者の採用実績は1%程度にとどまる。韓国人労働者の中には外国人労働者の
流入により雇用機会の縮小等の影響を受けている層が存在する。

•3）賃金、労働時間、住居環境等において、外国人労働者が劣悪な環境で就
労・生活を強いられている実態が存在する。

•4）勤務先変更が制度としては準備されているが、実質的な利用は難しく、法令

違反をして変更せざるを得ない状況がある。また、非正規滞在者数・割合は
年々増加しており、勤務先から離脱し、非正規滞在化している労働者も一定割
合存在する。

加藤真 「現地調査からみる韓国・雇用許可制の実態「フロントドア」からの受入れでもみられるブローカー、入国前借金、厳しい労働環境」
https://www.murc.jp/report/rc/policy_rearch/politics/seiken_210514/



制度論の整理

34

外国人を受け入れ
るか否か

上限がない移民 or 

短期ローテンション
生産性向上で対応

移民での受け入れ ハイブリッド 短期ローテーション

NoYes

技能実習制度(TITP)

or

特定技能制度(SSW)

or

雇用許可制(EPS)

●Temporary Labor Migration Programの中で比較しても特徴は基本的に同じ
“Temporary labor migration programs Governance, migrant worker rights, and recommendations for the U.N. Global Compact for Migration”

●TITPはTLMPsの中では相対的に数字が良い
海老原嗣生「ずいぶん印象と異なる外国人技能実習制度の現実」、「技能実習制度を推し広めるべき逆説的な理由」



どうしたら改善するか
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◼ 統計的に相対的に良いから良い、ではない。また、相対的に良い原因を明らか
にしなければならない。

◼ 「技能実習制度の廃止」⇒「特定技能制度へ」といった同種の制度への置換では、
大部分では何も変わらない。

◼ 外国人労働者が脆弱な立場に置かれる原因（「脆弱性メカニズム」）を突き止め
て解消することが必要。

◼ 脆弱性メカニズムは、制度、在留資格、国境を越えること、国境を越えて働くこと、
働くために国境を越えること、外国人として働くこと、言語等横断的に存在するが、
それを一つ一つ取り除く。

◼ また、外国人雇用にかかわる人が「脆弱性メカニズム」を利用しない・利用させ
ないことが特に重要。



◼ 法務省「特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する基本指針」

◼ 法務省「特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針（分野別運用方
針）」

◼ 法務省「運用要領」

◼ 法務省「新たな外国人材の受入れについて」

◼ 法務省「入国･在留審査要領」

◼ 山脇康嗣『詳説 入管法の実務』

◼ 同『技能実習法の実務』

◼ 坂中英徳＝齋藤利夫『出入国管理及び難民認定法逐条解説改定第四版』

◼ 本資料では、Apache license version 2.0.のライセンスで配布されているMaterial 
iconsを使用しています。

参考文献等
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◼ 本資料では、わかりやすさの観点から、以下のとおりの用語を用いる場合があり
ます。

◼ 出入国管理および難民認定法＝入管法

◼ 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律＝技能
実習法

用語
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ご質問等
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ご清聴、ありがとうございました！

ご質問・ご意見・ご相談等、お気軽にお申しつけくだ
さい。

ご連絡先
〒107-0052

東京都港区赤坂2丁目19番8

号
赤坂2丁目アネックス2階
弁護士法人Global HR Strategy

GHRS法律事務所
杉田 昌平
03-6441-2996

Sugita.shohei@ghrs.law


